
中長期の医療費適正化効果を目指す方策について

第17回社会保障審議会医療保険部会

平成 17 年 7 月 29 日 資料１



「医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本方針」（抄）
（平成１５年３月２８日閣議決定）

「医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本方針」（抄）
（平成１５年３月２８日閣議決定）

２ 保険者の再編・統合

（２）具体的な方向

② 地域における取組

ア 地域の実情を踏まえた取組

保険者、医療機関、地方公共団体等の関係者が、都道府県単位で連携して地域の住民に対し質の高い効率
的な医療を提供できるような取組を推進する。

保険者・医療機関・地方公共団体が協議する場を設け、医療の地域特性の調査・分析・評価を行うとともに、
医療計画、介護保険事業支援計画及び健康増進計画との整合性を図りつつ、医療費の適正化に向けて取り
組むための計画を策定する。

当該計画の実施に当たり、住民の健康づくりや適切な受診、病床の機能に応じた効率的な利用の促進等地
域における取組に関し、国と都道府県の間で協議・検討を行い、必要な措置を講ずる。

医療の地域特性に起因して生ずる医療費の地域差部分については、地域における適正化努力を促すような
仕組みを導入する。

イ 保険者による取組

再編された保険者は、レセプト点検等の取組を更に強化するとともに、被保険者相談、地域の医療サービス
等に関する情報提供、きめ細かな保健事業について都道府県単位で共同実施を推進する。
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医療制度改革の全体像医療制度改革の全体像

【主要検討事項】
①保険者の再編・統合
②高齢者医療制度
③診療報酬体系の在り方の見直し

以上のような改革及び関連する諸施策
を通じ、高齢化等の進展に伴い増大
する医療費について、過大・不必要な
伸びを抑制し、適正化を図る。

・中長期の効果を目指す方策
（医療費適正化計画（仮称））

・早期に効果を目指す方策
（公的保険給付の内容の見直し等）

現在、社会保障審議会医療保険
部会において議論

８月にこれまでの議論の整理

【主要検討事項】
医療機能の分化・連携の推
進（医療計画制度の見直し）
･･･ 急性期から回復期を経
て在宅療養への切れ目の
ない医療の流れを作り、患
者が早く自宅に戻れるよう
な体制の構築

現在、社会保障審議会医
療部会において議論

７月に中間まとめ

【主要検討事項】
・科学的根拠に基づいた効果

的な保健事業の手法の開発
・普及

・都道府県の役割強化
（健康増進計画の見直し）

・医療保険者を含めた保健
事業

現在、厚生科学審議会の部会
等において議論

８月にこれまでの議論の整理

【主要検討事項】
医療と介護の機能分担
と連携強化
・地域における主治医とケ

アマネージャー等の連携
強化

・介護保険施設や居住系
サービスにおける日常的
な健康管理や緊急時の対
応、ターミナルケアの
在り方

・介護予防

社会保障審議会介護給付
費分科会等において来年
４月の介護報酬改定に
向けて議論

医療保険制度 医療提供体制 生活習慣病対策 介護保険制度

秋口 医療制度改革に関する厚生労働省試案を提示

年末 政府・与党の成案を得る

老健ヘルス事業の在り方の見直し

医 療 費 適 正 化 に 向 け て の 関 連 施 策
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生活習慣病の医療費と死亡数割合

１．１． 生活習慣病対策について生活習慣病対策について

生活習慣病は、国民医療費の約３割を占め、死亡数割合では約６割を占める。

（注）国民医療費（平成14年度）、わが国の慢性透析療法の現況（2003年12月31日）等により作成 （注）人口動態統計（平成14年）により作成

医療費（平成14年度）

生活習慣病・・・９．９兆円

死因別死亡割合（平成14年）

生活習慣病・・・６１．６％

その他 21.2兆円

国民医療費 31.1兆円

その他 38.4％

糖尿病（糖尿病の合併症を含む）

1.8兆円（＊）

脳血管疾患 2.0兆円（＊）

虚血性心疾患 0.8兆円（＊）

（＊）・・・「健康フロンティア戦略」に目標値が定められた疾病のうち、生活習慣病対策
による医療費適正化効果の試算を行った疾病

高血圧性疾患

2.7兆円

悪性新生物

2.5兆円

悪性新生物 31.0％

虚血性心疾患 15.5％

脳血管疾患 13.3％
糖尿病 1.3％

高血圧性疾患 0.6％



生活習慣病の発症予防・重症化予防の流れ（イメージ）

・不適切な食生活

・運動不足

・ストレス過剰

・飲酒

・喫煙 など

・肥満

・高血圧

・高脂血

・高血糖 など

【生活習慣病の発症】

・肥満症

・高血圧症

・高脂血症

・心疾患
（心筋梗塞、狭心症）

・脳卒中
（脳出血、脳梗塞）

・糖尿病

・人工透析

・下肢切断

・失明 など

【重症化・合併症】

※糖尿病の発症予防・
重症化予防は、心疾
患、脳卒中の予防に
もつながる。

健康づくりに関する
普及・啓発

健 診

発症予防の取組
・生活習慣（食事・運動
等）の改善指導

※糖尿病予防の手法は、
他の生活習慣病予防に
も応用可。

重症化予防の
取組

・受療促進
・適切な治療と生活
習慣（食事・運動
等）
の改善指導

【境界領域期】
（生活習慣病予備群）

【健康時の生活習
慣】

（参考）健康フロンティア戦略（実施期間：
2005年～2014年）を踏まえた目標

・心疾患対策・・・発生率を25%改善

・脳卒中対策・・・発生率を25%改善

・糖尿病対策・・・発生率を20%改善
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糖尿病を中心とした生活習慣病等の進行例

喫煙等

動脈硬化症高血圧（医療費２．７兆円）

高脂血症等

脳血管疾患
総患者数:１３７．４万人
医療費 ：２．０兆円
死亡数 :１３．０万人

虚血性心疾患
総患者数：９１．１万人
医療費 : ０．８兆円
死亡数 ：７．２万人

糖尿病

総患者数：２２８．４万人

医療費 ：１．４兆円

死亡数 : １．３万人

慢性腎不全

患者数：７万人（毎年５千人増）

（人口透析者数２３万人の３割）

医療費：４千億円規模

（毎年３百億円増）

（血液透析：約５５０万円／年）

加齢

肥満

運動不足等

糖尿病性腎症

悪性新生物

総患者数：１２８．０万人

医療費 ：２．５兆円

死亡数 ：３０．５万人

糖尿病性神経障害

糖尿病性壊疽等

糖尿病性網膜症

↓進行

失明（身体障害）

進行合併症の発生

※「糖尿病が強く疑われる人」と「糖
尿病の可能性が否定できない人」
の合計は１，６２０万人

出典：患者調査（平成１４年）、国民医療費（平成１４年）、人口動態

統計（平成１４年）、糖尿病実態調査（平成１４年）、わが国の

慢性透析療法の現況（２００３年１２月３１日）等より



－－ 健診・事後指導の充実等による生活習慣病対策の推進を図る健診・事後指導の充実等による生活習慣病対策の推進を図る －－

○ 糖尿病発生率 ： 今後１０年間で２０％改善
→ 糖尿病予防の推進により、糖尿病に起因する合併症（慢性腎不全、網膜症など）の予防も図られる

○ 心疾患発生率 ： 今後１０年間で２５％改善

○ 脳卒中発生率 ： 今後１０年間で２５％改善

（給付費ベース）

○ ２０１５年度 約１．３兆円減（約３．３％減）

○ ２０２５年度 約２．４兆円減（約４．１％減）

成果目標（例）

医療費適正化効果

○ 健診受診率の引上げ

・ ２０歳以上の健診受診率 ： （現状）約６割 → ９割に引上げ

○ 健診実施後の保健指導の充実

・ 生活習慣病予備群に対する事後指導実施率 ：

（現状）糖尿病予備群の約７割 → ９割に引上げ

取組目標（例）

医療費適正化の方向性（イメージ）医療費適正化の方向性（イメージ）
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＜都道府県健康増進計画の見直し＞

○ 国は、都道府県が作成する健康増進計画の基本方針を示し、重点的に取り組むべき対象疾病

やその克服に向けた具体的な目標、手法等を提示する。

○ 都道府県は、国の基本方針に即し、地域の実情を踏まえ、関係者による健診及び事後指導の

実施方針や連携方策を健康増進計画に明記する。

＜効果的な保健事業の手法の開発・普及＞

○ 生活習慣の改善（行動変容）に結び付く健診等の保健事業の充実を図る。

○ 生活習慣の改善が必要な者を抽出するため、健診機会の拡大を図るとともに、個々人の生活

改善の必要度に応じた生活習慣病予防プログラムの開発を図る。

－７－

生活習慣病対策の考え方

＜生涯を通じた生活習慣病対策の体制整備＞
○ 健診後の事後指導・フォローアップも含め、生涯を通じて一貫した健康管理や保健指導の体制

を構築する。

○ 地域と職域を通じた、生涯にわたる健診データの継続的な活用を図る。

○ 特にこれまで十分に行われてこなかったサラリーマンの被扶養者に対する保健事業の取組など

を推進する。



【見直しの方向性】

○ 都道府県が策定する医療計画について、がん対策、糖尿病対策、小児救急対策、周産期医療

対策などの事業ごとに数値目標を設定して、都道府県が自主性・裁量性と責任をもって、地域内

の医療機関の機能分化と連携を推進する仕組みへ

○ 住民にとって必要な医療情報をわかりやすく医療計画に明記

→ 適切な機能分化・連携により、急性期から回復期を経て在宅療養への切れ目のない医療の流れを作り、

患者が早く自宅に戻れるようにすることで、患者のＱＯＬを高め、また、トータルな治療期間（在院日数を含

む。）が短くなる仕組みをつくる

→ 都道府県を支援するため、関係する補助金の交付金、統合補助金化を平成１８年度に実施

※ 医療計画は、同じく都道府県が作成する健康増進計画（生活習慣病対策）や介護保険事業

支援計画（高齢者の生活機能の重視）と十分連携をとって作成

→ 各都道府県が、その地域にふさわしい形で、整合性を持って、計画的に取り組む。

→ 結果として医療費の伸びの抑制に寄与

２．２． 医療医療提供体制提供体制の見直しについての見直しについて

－８－



－－ 医療と介護の連携等により平均在院日数を短縮する医療と介護の連携等により平均在院日数を短縮する －－

○ 平均在院日数の短縮 （← 我が国の平均在院日数は、諸外国と比べ長い）

（2002年・全病床）３８日 → ３０日以下に短縮

※ 社会的入院患者の円滑な減少等により平均在院日数の短縮を図る

○ 入院患者ができるだけ円滑に在宅療養に移れるような取組の推進

・ 連携パス（急性期病院から回復期病院を経て早期に自宅に帰れるような診療計画を作

成）の普及（→ 参考１）

・ 退院時における医師とケアマネジャーなどの間における医療・介護サービスの調整の実

施（→ 参考２）

○ 地域における高齢者の多様な居住の場の整備

・ ケアハウス等の整備率の向上

（給付費ベース）

○ ２０１５年度 約１．４兆円減（約３．５％減）

○ ２０２５年度 約４．１兆円減（約７．０％減）

医療費適正化効果

取組目標（例）

成果目標（例）

－９－

医療費適正化の方向性（イメージ）医療費適正化の方向性（イメージ）



○主治医とケアマネージャー等との連携強化

・地域において、医療と介護の包括的・継続的なマネジメントが実施されるよう、地域における

主治医とケアマネージャー等との連携強化を図る。

・新たに制度化される介護予防サービスについても、主治医とケアマネージャー等との連携

により、効果的なサービス提供を図る。

○地域における介護サービス（施設、居住系サービス、在宅サービス）の基盤整備

・退院後も高齢者が地域で自立した生活を送ることができるよう、利用者のニーズに応じた

多様な介護サービス（施設サービス、居住系サービス、在宅サービス）の整備を支援。

○介護保険施設や居住系サービスにおける医療と介護の機能分担、ターミナルケアへの対応

・医療ニーズを抱える高齢者も地域で生活を送ることができるよう、介護保険施設や居住系

サービスにおける医療と介護の機能分担について、ターミナルケアへの対応も含めて検討。

－１０－

医療と介護の機能分担・連携強化に関する主な課題 （介護保険制度）



熊本市内で使用されている「医療連携クリティカルパス（連携パス）」について

（参考１）

（１）連携パスの基本構造

連携パス

→

回
復
期
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
施
設

で
の
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
パ
ス(

注)

→
退
院
・
自
宅

（２）現在使用されている連携パス

疾患別に診療ネットワークを形成し、連携パスの
共通様式を作成の上、使用する。

・人工骨頭置換術 ・大腿骨頸部骨折骨接合術

・人工膝関節置換術 ・人工股関節置換術

・頸椎椎弓形成術 ・腰椎椎弓切除術

・肩腱板修復術 ・下肢骨折手術

・脳血管障害 ・胃癌手術

・大腸癌手術

（３）大腿骨頸部骨折（人工骨頭置換術、骨接合術）に
おける連携パスの導入効果

急
性
期
病
院
のク

リ
テ
ィ
カ
ル
パ
ス

（注）さらに、外来医療との連携も視野に入れた

連携パスも今後の検討課題。

 

①急性期病院における平均在院日数の変化 

 事例数 
平均在院

日数 

（Ａ）に対す

る減少率 

・連携パス導入前 

（平成 11 年 1 月

～12 月） 

７２例 

 

２８．５日

（Ａ） 

－ 

・連携パス導入後 

（平成 13 年 1 月

～8 月） 

７７例 １９．６日 約３１％減

・連携パス導入後 

（平成 15 年 1 月

～17 年 1 月） 

４２３例 １５．４日 約４６％減

 

②連携先病院（ある回復期リハビリテーション施

設）における平均在院日数の変化 

 事例数 
平均在院

日数 

（Ｂ）に対す

る減少率 

・連携パス導入前

（平成 15 年）
５５例 

 

９０．８日

（Ｂ） 

－ 

・連携パス導入後

（平成 16 年）
５３例 ６７．０日 約２６％減

 －１１－



医療と介護の機能分担・連携について（尾道市の例）

高齢要介護者の長期フォローアップとケアカンファレンスの継続

高齢要介護者
（在宅）

支援チーム
主治医
ケアマネ
訪問看護ST
ヘルパーST
【多職種協働】

在宅ケア

急性疾患にて入院

急性期病院 回復期・慢性期病院

介護老人保健施設
リハビリ（施設ケア機能）在宅復帰

継続医療・継続看護・介護

回復期・リハビリ

退院時ケアカンファレンス

（注） 尾道市医師会作成資料を基に厚生労働省にて作成

転
院
時
ケ
ア
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス

在宅復帰
退
所
時
ケ
ア
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス

主治医とケアマネジャーがケアカンファレンスに参加

（参考２）

－１２－



生活習慣病対策の推進、医療機能の分化・連携の推進、平均在院日数の短縮、地域
における高齢者の生活機能の重視を一体的かつ計画的に行うことにより、構造的な
医療費適正化を進めると、中長期的に以下のような効果が期待できる。

（注）粗い試算の結果であり、今後、具体的な方策について更に議論を進める中で、 その効果についても併せ

て精査を行う必要がある。

医療費適正化効果の試算医療費適正化効果の試算

－１３－

2015年度 2025年度

「給付と負担の見通し」の推計額

国民医療費
（対国民所得比）

４９兆円
（１１％）

６９兆円
（１３％）

給付費
（対国民所得比）

４１兆円
（９％）

５９兆円
（１１％）

生活習慣病対策の推進（①） 約１．６兆円 約２．８兆円

平均在院日数の短縮（②） 約１．７兆円 約４．９兆円

医療費適正化効果総額（①＋②） 約３．３兆円 約７．７兆円

対国民所得比 ０．７％ １．５％

給付費減少総額 約２．８兆円 約６．５兆円

対国民所得比 ０．６％ １．２％



－－ 高額医療の見直しなど医療資源の適正配分を進める高額医療の見直しなど医療資源の適正配分を進める －－

○ 終末期を自宅等（医療機関以外の場所）で送ることを希望する国民

の割合：約６割

○ 自宅等での死亡割合：約２割

○ 死亡前１か月の入院医療費：年間約９，０００億円（平成１4年度ベース）

○ 患者の意志を尊重した適切な終末期医療の提供

→ 自宅等での死亡割合を４割に

○ 上記目標を達成するため、次のような取組を推進

・ 在宅医療提供体制の充実

（往診・訪問診療に対応できる医師の確保、訪問看護サービスの普及等）

・ 地域における高齢者の多様な居住の場の整備

（給付費ベース）

○ ２０１５年度 約２，０００億円減

○ ２０２５年度 約５，０００億円減

（注１）上記効果は、死亡前１か月の医療費に係るものである。

（注２）上記効果は、「医療と介護の連携等により平均在院日数を短縮する」の医療

費適正化効果の中に含まれる。

目標（例）

医療費適正化効果

終末期医療をめぐる現状

○ 上位１％の高額レセプト（医科）の

医療費に占める割合は２２％

（注）上位１％の高額レセプトは５０万円以上

のレセプトに相当

○ 医療資源の適正配分の観点から、

次のような事項についてどう考える

か。

・ 高額療養費制度における患者負担の

在り方

・ 超高額医療についての医学的妥当性

の検討

高額医療をめぐる現状

検討課題

－１４－

医療費適正化の方向性（イメージ）医療費適正化の方向性（イメージ）



終末期における医療費について
（平成１４年度）

資料出所：医療経済研究機構「終末期におけるケアに係わる制度及び政策に関する研究」（平成１２年３月）等を基に、厚生労働省
保険局調査課において推計

○ １年間にかかる終末期医療費

① × ② ＝ 約９，０００億円

（参考）

１年間の死亡者について死亡前１ヶ月間にかかった医療費を年間の終末期医療費
とした場合、

１年間の死亡者数（平成１４年） ９８万人（２）

うち、医療機関での死亡者数 ８０万人 ・・・ ①

死亡前１ヶ月の平均医療費 １１２万円（１） ・・・ ②

（参考）

（１） １件当たり入院医療費（１ヶ月単位）は、約４１万円。

（２） 年間の死亡者数は、近年、平均で年２万人程度の増加傾向。

今後１０年間は、年２万人を超えるペースで増加すると推計されている。

－１５－
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